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１ はじめに
今日、日本における農業は衰退産業といわれて
いる。それは、食料自給率問題や非耕作地問題、
後継者不足問題などさまざまな問題をかかえてい
るからである。これらを解決するために、日本政
府は農業法人に対し規制緩和をするなど、さまざ
まな政策を講じている。しかし、政策を講じてい
るにもかかわらず、農業における問題の解決の糸
口が見当たらない。これは、政策と実態が乖離し
ていることが原因として挙げられるであろう。詳
細にいうならば、農業経営体をステレオタイプに
分け、それに基づいた政策しか講じることができ
ないからである。
総合農業協同組合（以下、「JA」とする。）は、
日本における野菜流通のほとんどを担っている。
さらに、信用事業や共済事業など、農家の生活に
関わる事業の展開をしている。農家にとってJA
はなくてはならない組織なのである。しかし、今
日、JAの構成員（利用者）の構成が准組合員
（農家ではない）の方が多くなっている。准組合
員のJA利用の大半は、信用事業と共済事業から
なる。このようなことから、今日JAの存在意義
が問われている。
経営戦略は、これまで農業に活用されてこなかっ
た。それは、農業で扱うものは自然物であり、工
業で活用された経営戦略が適応できないと考えら
れているからであった。しかし、農業を業として
確立させるためには、経営戦略は必要不可欠であ
る。そこで、農業に適した経営戦略を構築するこ
とが重要である。さらに、農業をおこなう事業体
に対して、新たなる観点からみる必要がある。
そこで本稿では、第2節で今日のJAにおける組
合員と准組合員について述べる。ここでは、組合
員と准組合員の違いを明確にし、准組合員のJA
利用について述べる。第3節では、これからのJA
に対する経営的思想について述べる。ここでは、
農業協同組合組織とその他組織の性格を明確にし、
農業協同組合と株式会社の関係について述べる。
第4節では、事例研究で農業生産法人トップリバー
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（以下、「トップリバー」とする。）を挙げる。こ
こでは、トップリバーの戦略的経営を挙げ、トッ
プリバーの農業界に対する貢献について述べる。
第5節では、これからの日本における農業経営に
必要なものについて述べる。ここでは、農業に対
する考え方を明確にし、新たなる概念と制度を提
案する。
2 今日のJAにおける組合員と准組合員
2-1 JAにおける組合員と准組合員とは
農業協同組合は、組合員のためのもので、組合
員のために事業をしなければならない。しかし、
今日、JAの構成員は準組合員の比率が増加して
きた。そもそも、農業協同組合における組合員の
定義は、農業協同組合法（以下、「農協法」とす
る。）第12条によると、4つの項目からなっている。
1つ目は、農業者であること、2つ目は、当該農業
協同組合の地域内に住所を有する個人又は当該農
業協同組合からその事業に係る物資の供給若しく
は役務の提供を継続して受けている者であって、
当該農業協同組合の施設を利用することを相当と
するものであること、3つ目は、当該農業協同組
合の地域の全部又は一部を地区とする農業協同組
合であること、4つ目は、農事組合法人等当該農
業協同組合の地区内に住所を有する農民が主たる
構成員となっている団体で協同組織のもとに当該
構成員の協同の利益を増進することを目的とする
ものその他当該農業協同組合又は当該農業協同の
地区内に住所を有する農民が主たる構成員又は出
資者となっている団体、である。
24
表1-1 農業協同組合における組合員の定義
(出所) 農業協同組合法第12条を基に筆者が一部修正
内容
1 農業者(組合を除く.)
2 当該農業協同組合の地域内に住所を有する個人又は当該農業協同組合からその事業に係る物資の
供給若しくは役務の提供を継続して受けている者であって,当該農業協同組合の施設を利用する
ことを相当とするもの.
3 当該農業協同組合の地域の全部又は一部を地区とする農業協同組合.
4 農事組合法人等当該農業協同組合の地区内に住所を有する農民が主たる構成員となっている団体
で協同組織のもとに当該構成員の協同の利益を増進することを目的とするものその他当該農業協
同組合又は当該農業協同の地区内に住所を有する農民が主たる構成員又は出資者となっている団
体(前3号に掲げる者を除く.)
表1-2 農業協同組合における准組合員の定義
(出所) 農業協同組合法第12条を基に筆者が一部修正し加筆
内容
1 農業者ではない(組合を除く.)
2
当該農業協同組合の地域内に住所を有する個人又は当該農業協同組合からその事業に係る物資の
供給若しくは役務の提供を継続して受けている者であって,当該農業協同組合の施設を利用する
ことを相当とするもの.
3 当該農業協同組合の地域の全部又は一部を地区とする農業協同組合.
4
農事組合法人等当該農業協同組合の地区内に住所を有する農民が主たる構成員となっている団体
で協同組織のもとに当該構成員の協同の利益を増進することを目的とするものその他当該農業協
同組合又は当該農業協同の地区内に住所を有する農民が主たる構成員又は出資者となっている団
体(前3号に掲げる者を除く.)
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また、准組合員は、定義としては明記されてい
ないが、農協法第16条によると、組合員は、各一
箇の議決権並びに役員及び総代の選挙権を有する。
ただし、第12条第1項第2号から第4号まで又は第2
項若しくは第3号の規定による組合員（｢准組合員｣
と同意。）は議決権を有しない、とされている。
よって、准組合員の定義は、以下のようになると
推測できる。准組合員とは、農業者ではないとい
うことを前提とした2と3、4が当てはまるので、
准組合員の範囲はとても広いものとなる。
さらに、全国農業協同組合中央会によると、
JAには、正組合員（以下、「組合員」と同意。）
のほか、准組合員制度がある。農業者以外でも、
正組合員同様JAごとに定めた一定の出資金を払
えば、准組合員として加入できる。准組合員は、
JAの事業を正組合員と同じように利用できる。
しかし、正組合員と違うのは、総会での議決権や
役員の選挙権などJAの運営に関与できない。准
組合員制度は生活協同組合にはなく、JA独自の
ものである１、とされている。このように、JAは、
組合員の多様的活用を求めるあまりに、事業を使
用する対象も多様化してしまった。
2-2 JAにおける組合員と准組合員の推移
今日、JAを利用する構成員は、大きく組合員
と准組合員に分類できる。JAは、もともと組合
員のためのものであり、農協法も組合員の農業協
同組合の利用を前提としている。しかし、今日
JAにおける構成員の人数に変化が生じた。表1-3
は、人数の変化がわかりやすいように、農林水産
省が統計をはじめた1959年から1963年の5年間と
2005年から2009年の5年間の組合員と准組合員の
人数の変化と構成比である。まず、1959年の農業
協同組合の構成は、組合員が6,152,853人で准組
合員が764,490人であり、構成比は89％と11％で
ある。1960年の構成は、組合員が5,780,308人で
准組合員が755,683人であり、構成比は88％と12
％である。1961年の構成は、組合員が6,045,270
人で准組合員が802,811人であり、構成比は88％
と12％である。1962年の構成は、組合員が 6,014,694
人で准組合員が822,745人であり、構成比は88％
と12％である。1963年の構成は、組合員が 6,040,051
人で准組合員が866,178人であり、構成比は87％
と13％である。また、2005年の農業協同組合の構
成は、組合員が4,997,797人で准組合員が4,190,356
人であり、構成比は54％と46％である。2006年の
構成は、組合員が 4,942,200人で准組合員が 4,380,231
人であり、構成は53％と47％である。2007年の構
成は、組合員が4,888,449人で准組合員が4,544,360
人であり、構成比は52％と48％である。2008年の
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表1-3 農業協同組合における組合員と准組合員の人数の移り変わりと構成比
年度 組合員(人) 准組合員(人) 構成比(％)
1959年 6,152,853 764,490 89 11
1960年 5,780,308 755,683 88 12
1961年 6,045,270 802,811 88 12
1962年 6,014,694 822,745 88 12
1963年 6,040,051 866,178 87 13
2005年 4,997,797 4,190,356 54 46
2006年 4,942,200 4,380,231 53 47
2007年 4,888,449 4,544,360 52 48
2008年 4,828,192 4,666,142 51 49
2009年 4,775,204 4,804,237 49.9 50.1
(出所) 農林水産省｢平成21事業年度総合農協統計表｣を基に筆者作成
経営戦略からみた総合農業協同組合と農業法人の一考察
構成は、組合員が 4,828,192人で准組合員が 4,666,142
人であり、構成比は51％と49％である。2009年の
構成は、組合員が 4,775,204人で准組合員が 4,804,237
人であり、構成比は49.9％と50.1％である。
表1-3のように年を追うごとに組合員の人数は
減少していき、准組合員の人数は増加している。
とくに2009年度には、准組合の人数が組合員の人
数を超すという事象が起きた。組合員の減少に関
して言えば、今日の農業における後継者不足があ
げられるだろう。それは、後継者がいない農家は、
JAの組合員として農業に従事してきたが、高齢
とともに農業から引退をするからである。しかし、
詳しくは後述するが、准組合員の増加に関しては
また異なる理由が挙げられる。また、冒頭でも述
べたとおり、本来、農業協同組合は組合員のため
の機関である。しかし、2009年度に、准組合員が
組合員の人数を上回るという事業が起きた。さら
に、今後も、准組合員の人数の増加と組合員の人
数の減少が進行することが想定される。これは、
農協法でも想定していないことであり、この問題
は早急に解決する必要がある。そして、今日の
JAは、このような事象を含めて柔軟な対応が要
求される。
2-3 准組合員のJA利用とは
今日、農業協同組合における構成員比は、2009
年度に初めて組合員49.9％、准組合50.1％と准組
合員が組合員を上回った。これは、簡単にいうと
JAの利用の大半が、農業従事者ではないことを
意味する。本来、農業従事者のためのものである
JAが、農業従事者でない者に利用をされている。
また、前節で述べた通り、組合員が減少した理由
は、後継者不足が挙げられる。後継者がいない農
家の大半は、JAの組合員として農業に従事して
きたが、高齢とともに農業から引退をする。さら
に、農業は儲かる産業ではないとされていること
から、離農者や兼業農家が増えているからである。
以下の表は1959年から1963年（以下、｢前期｣と
する。）の事業別利益と2004年から2008年（以下、
｢後期｣とする。）の事業別利益である。前期の組
合員と准組合員の比率は、大まかに9対1である。
また後期の組合と准組合員の比率は5対5である。
さらに、前期と後期と比べ信用事業と共済事業が
大幅に増加していることがわかる。
これらを加味して考えると、准組合員は信用事
業と共済事業を利用していることがわかる。JA
における本来の役割を考えるとこの現象は、もと
もとの役割と乖離している。何度も述べるが、農
業協同組合の存在意義は、農業者の協同組織の発
展を促進することにより、農業生産力の増進及び
農業者の経済的社会的の向上を図り、もつて国民
経済の発展に寄与することを目的とする２、とさ
れている。JAは、あくまでも農業者(組合員)のた
めに活動をしなければならない。
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表1-4 1959年から1963年の事業別総利益
1959年 1960年 1961年 1962年 1963年
信用事業 13,365,145 15,916,871 22,195,288 30,744,286 46,636,914
共済事業 1,439,551 1,878,939 2,438,230 3,052,689 4,003,594
購買事業 17,570,549 18,690,334 23,010,903 27,370,239 33,317,639
販売事業 6,858,541 7,352,642 8,447,089 9,823,071 11,773,339
農業倉庫 5,098,795 5,219,232 5,801,030 5,688,187 5,659,284
加工事業 2,336,884 2,355,462 2,525,009 2,653,838 2,492,706
利用事業 725,030 787,110 950,584 1,072,203 1,179,982
指導事業 -97,043 -264,234 -449,884 -798,776 -1,006,186
(出所) 農林水産省HPを基に筆者作成
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しかし、今日のJAの主たる活動は、准組合員
の対象を主にした信用事業と共済事業である。
JAは、金融機関としての活動が主になった。確
かに、これらを組合員（農業者）への融資に充て
ることはある。しかし、この増加量は、組合員
（農業者）への融資の範囲を逸脱しているのでは
ないかと考える。これは、農業協同組合の存在意
義を自ら否定する行為である。今後、JAは、組
合員と准組合員とのバランスを考えた経営をしな
ければならない。このような、経営では、JAの
存在の是非が問われるのである。
3 これからのJAに対する経営的思想
3-1 農業協同組合組織とその他組織の性格
今日、先進諸国をはじめとした世界各国で、
企業業績の低迷や企業不祥事などが問題となって
いる。この一因として、自社(私的)の利益最大化
を第一としたことが挙げられるであろう。このよ
うな競争社会では、弱者は消えていき、企業不祥
事が多発する。競争社会が悪とはいわないが、今
日における経済の低迷のなかでは、今一度原点に
戻ることが要求される。この原点とは、共的な精
神である。
競争社会で殺伐している今日ではあるが、日本
における会社組織では、共的な精神が色濃く反映
されている。福間莞爾[2011]で、日本の会社組織
は、根本に共的の精神があると述べている。また、
日本の会社組織は、大きく分けて特徴が3つある。
それは、三種の神器とよばれる、1)終身雇用、2)
年功序列、3)企業内労働組合、である。この3つ
は、共同体の精神を社員に植え付け、身内という
意識の下、筋肉質な企業体質を作り上げてきた。
しかし、今日は、成果主義や結果主義などの競争
の要素をもった制度をとりいれ、共的な精神が薄
れてきている。さらに、企業業績の低迷や派遣社
員の拡大などで、日本特有の会社組織は崩壊の一
途を辿っている。
そもそも、社会における組織の性格は、福間莞
爾[2011]によると大きくわけて3つに集約される。
それは、1)公的組織、2)共的組織、3)私的組織、
の3つである。1)公的組織の目的は、国民生活の
安全であり、運営原理は組織維持(官僚制)である。
運営方法は、専門性、上意下達、文書主義であり、
これが公的組織を支えている。2)共的組織の目的
は、非営利(奉仕)であり、運営原理は助け合いで
ある。運営方法は、協同組合原則であり、これが
協同組合組織を支えている。3)私的組織の目的は、
営利の追求であり、運営原理は競争である。運営
方法は、利潤の追求(出資に対するより多くの配
当)であり、これが私的組織を支えている。
この節では、2)共的組織である農業協同組合と
3)私的組織である株式会社を挙げる。表2-1の組
織の性格と概要の、2)公的組織と3)私的組織をよ
り細かく分析すると表2-2の農業協同組合と株式
27
表1-5 2004年から2008年の事業別総利益
2004 2005 2006 2007 2008
信用事業 716,583,956 731,796,019 744,888,427 768,409,656 737,734,542
共済事業 557,058,096 548,429,160 541,503,458 513,161,346 509,373,166
購買事業 448,988,123 419,165,002 392,483,242 371,526,461 379,095,840
販売事業 132,710,379 131,407,687 133,506,605 131,554,771 132,399,680
農業倉庫 20,542,789 21,377,946 21,055,212 20,987,067 20,076,846
加工事業 19,384,322 17,866,140 17,846,960 17,846,960 16,639,604
利用事業 88,609,410 91,045,838 85,390,520 85,465,994 85,984,906
指導事業 -25,482,371 -25,099,106 -23,932,020 -23,347,376 -23,164,278
(出所) 農林水産省HPを基に筆者作成
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会社の組織概要のようになる。協同組合の目的は、
組合員の生産と生活を守り向上させることである。
詳細を述べると、組合員の経済的・社会的地位の
向上、組合員および会員のための最大奉仕をする
ことである(非営利目的)。組織者は、農業者や漁
業者、森林所有者や勤労者、消費者や中小規模の
事業者などである(組合員)。事業制限と利用者は、
事業は根拠法で限定され、事業利用を通じた組合
員へのサービスをし、利用者は組合員である。運
営者は、組合員のなかから代表を選び委託をする。
運営方法は、人間平等主義に基づく民主的な運営
を実現させるため1人1票制を採用している。株式
会社の目的は、競争社会における利潤の追求であ
る(営利目的)。組織者は、法律上、投資家などの
株主である。事業制限と利用者は、株式会社では
事業は限定されず、利益金の分配を通じた株主へ
のサービスをし、利用者は不特定多数の顧客であ
る。運営者は、株主代理人としての専門経営者へ
委託をする。運営方法は、資本主義の精神の基、
株式を多く持つ者が支配できるように1株1票制を
採用している。
以上のように、農業協同組合と株式会社は、目
的から運営方法まで異なっている。しかし、これ
らの区分は、法律で規定された名目上のものであ
ると考える。それは、経営体の存在根拠を示すた
めには、法律的根拠が必要であるからである。そ
のために、法律的根拠はさまざまな経営体に対応
するために最大公約数的な視点で作成させる。ミ
クロの視点で各経営体をみた場合は、必ずしもこ
れら2つの区分に当てはまるとは限らないのであ
る。
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表2-1 社会組織の性格と概要
(出所) 福間莞爾[2011]を基に筆者が修正し加筆
公的組織(官僚制度) 公的組織の目的は,国民生活の安全であり,運営原理は｢組織維持(官僚制)｣であ
る.運営方法は,専門性,上意下達,文書主義であり,これが公的組織を支えている.
共的組織(協同組合) 共的組織の目的は,非営利(奉仕)であり,運営原理は｢助け合い｣である.運営方法
は,協同組合原則であり,これが協同組合組織を支えている.
私的組織(株式会社) 私的組織の目的は,営利の追求であり,運営原理は｢競争｣である.運営方法は,利
潤の追求(出資に対するより多くの配当)であり,これが私的組織を支えている.
表2-2 協同組合と株式会社の組織
(出所) JA全中HPを基に筆者作成
協同組合 株式会社
目的 組合員の生産と生活を守り向上させる.
(組合員の経済的・社会的地位の向上,組合員
および会員のための最大奉仕)〈非営利目的〉
利潤の追求〈営利目的〉
組織者 農業者や漁業者,森林所有者や勤労者,消費者や
中小規模の事業者など〈組合員〉
投資家,法人〈株主〉
事業制限
と利用者
事業は根拠法で限定,事業利用を通じた組合員
へのサービス,利用者は組合員.
事業は限定されない,利益金の分配を通じ
た株主へのサービス,利用者は不特定多数
の顧客.
運営者 組合員(その代表者) 株主代理人としての専門経営者.
運営方法 1人1票制(人間平等主義に基づく民主的運営) 1株1票制(株式を多く持つ人が支配)
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3-2 今日における農業協同組合と株式会社の
関係
今日における日本社会の根本は、共同社会から
なる。これは、ゲマインシャフト３ともいわれる。
人間が地縁や血縁などのさまざまな連帯によって、
自然的に発生した集団、組織である。具体的には、
家族や村落などが挙げられる。また、その上に形
成されるのが、地域社会である。これは、コミュ
ニティともいわれる。共同社会の地縁や血縁など
の連携に基づき、より深い関係性を持つ社会であ
る。具体的には、町内会や自治会などが挙げられ
る。さらに、これらの上に形成されるのが競争社
会である。これは、自分自身が所属する組織など
が、永続的に発展するために形成する。具体的に
は、株式会社や国営組織の民営化などが挙げられ
る。
このように、今日の競争社会は、共同社会と地
域社会の上に成り立っている。また、これまで日
本経済が発展するには、競争の原理が必要とされ
てきた。しかし、今日における日本は、競争社会
に弊害がでている。それは、競争を意識し、自分
たちの組織を優先するあまり、不正を働いている
からである。株式会社においていうならば、粉飾
決算やインサイダー取引などが挙げられる。この
ような弊害が起きている競争社会は、見直さなけ
ればならない。そして、競争社会の基盤である共
同社会と地域社会に原点回帰をし、再形成が要求
される。
前節で述べたとおり、日本には、3つの社会組
織が存在する。それは、公的組織、共的組織、私
的組織の3つである。これらは、それぞれに特色
が存在するが、なかでも共的組織(農業協同組合)
と私的組織(株式会社)が双方の利点を取り入れ経
営をおこなっている。
まず、共的組織である農業協同組合は、表2-3
の総合農業協同組合における数の移り変わりから
年々数を減少させていることがわかる。この理由
は、JAの数を合併させ人件費を減らし、合理化
を推し進めるためであろう。農業協同組合などの
共同社会の性格が強い組織は、組合員の目標を実
現するために、それぞれの地域に細分化させた方
が効率は良い。しかし、組織を存続させるために
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(出所) 福間莞爾[2011]を基に筆者が修正し加筆
図2-1 日本における3大社会形成
競争社会
地域社会
共同社会
表2-3 総合農業協同組合における数の移り変わり
(出所) 農林水産省｢農業協同組合等現在数統計｣を基に筆者作成
年度 数
1959年 12,406件
1960年 12,221件
1961年 12,050件
1962年 11,586件
1963年 10,813件
2008年 867件
2009年 839件
2010年 779件
2011年 754件
2012年 740件
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合理化を図ったのである。これは、競争社会の影
響を受けたと考えられる。また、2006年に第24回
JA全国大会で｢能力主義を基本としたトータル人
事制度の構築｣を決議した。ここからも、共的で
ある農業協同組合が、私的である競争社会の原理
を用いたことがわかる。
また、私的組織である株式会社は、今日CSR
(Corporate Social Responsibility)活動に力を
入れている。これは、企業の社会的責任とも訳さ
れる。企業は、法令順守や利益貢献の責任を果た
すだけではなく、市民や地域、社会などに対し配
慮を行わなければならない。具体的には、企業の
情報公開や、環境に配慮した経営などが挙げられ
る。このように、自分の組織を優先するのではな
く、市民や地域、社会などの幅広い層への配慮を
怠っていない。いわば、共的な性格をもっている。
このように、今日では、双方がお互いの性格を
取り入れているのである。だとするのならば、共
的と私的の間に新しい性格が生まれるのではなか
ろうか。そこで、筆者は図2-2の今日の社会組織
の関係で、新しい性格を提唱する。それは、共私
的という新しい性格である。
ここで、注目していただきたいのは、｢共｣が上に
きていることである。あくまでも、｢共｣のなかに
｢私｣があるのである。最優先は｢共｣であり、｢共｣
の目標を達成する手段として｢私｣を用いる。共私
的組織として、｢私｣が優先されることは、許され
ない。
今日の日本社会のように、競争社会で弊害がで
ているのであるならば、その基盤である地域社会
や共同社会に原点回帰する必要がある。また、社
会組織の性格が歩み寄るのであるならば、双方の
利点を取り入れた共私的に所属する新しい組織を
作成しなければならないのである。
4 事例研究‐農業生産法人トップリバー
4-1 農業生産法人トップリバーとは
トップリバーとは、2000年5月1日に長野県御代
田町に設立された農業生産法人である。会社形態
は、有限会社を採用している。また、トップリバー
は農業生産法人のため、組織形態要件と事業要件、
構成員要件と業務執行役員要件の4つをすべて満
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図2-2 今日の社会組織における性格の分類
(出所) 筆者作成
公的 共的 私的
共私的
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たしている。この4つの要件を満たしたために、
農地の取得が農地法第2条の規定により認可され
ている。しかし、トップリバーは、農地の取得が
法律上認可されているにも関わらず、農地を取得
していない。ここには、トップリバーの戦略的経
営があるのである。
トップリバーは、他の農業事業体と異なる特徴
が5つある。この5つの特徴は、トップリバーの神
髄であり、中核である。1つ目は、市場出荷では
なく契約栽培が主であることが挙げられる。これ
により、農作物に価格が市場価格に左右されるこ
とがなくなる。よって、農家の手取りが市場出荷
に比べ高く維持することができる。2つ目は、農
地はすべて借地であることが挙げられる。これは、
農地というものは、所有するものではなく、農作
物を栽培する道具として捉えている。よって、農
地は道具であるがゆえ、必ずしも所有する必要は
ない。ここに、共私的な性格が伺える。3つ目は、
生産部門の他に営業部門を設置することが挙げら
れる。これまでの農家は、生産部門だけを担当し、
JAなどに販売の委託をしていた。しかし、新た
に営業部門を設けることによって、新たな流通形
態がうまれた。4つ目は、社員と構成員は、農業
をやったことがない素人であることが挙げられる。
これまで、農業をやる人材は、素人では困難とさ
れてきた。それは、農業は長年の経験と長年の知
識がなければできないとされてきたからである。
しかし、やり方さえわかれば素人でも農業はでき
るのである。5つ目は、社員の独立を支援してい
ることが挙げられる。トップリバーは、社員(独
立志望)に惜しみなく農業経営のノウハウを教育
している。これは、自社の利益を優先するのでは
なく、農業界全体が活性化することを望んでいる
からである。ここに、トップリバーは私的の株式
会社であるにも関わらず、農業界全体のことを考
えている。ようするに、共私的な性格が強いので
ある。
トップリバーは、これまでの農業経営体とは異
なる農業経営を行っている。農業における固定概
念を壊しているともいうことができる。また、収
益を上げるためには、これまでの経営手法ではな
く、新たな経営手法をする必要がある。しかし、
トップリバーが行っているこれらの戦略的経営
(営業と生産)は、他の産業では当たり前のことで
ある。問題は、これらが農業では行われてこなかっ
たことである。トップリバーの戦略的経営(営業
と生産)は、収益増大とともに農業界全体の問題
を解決する可能性を秘めているのである。
4-2 トップリバーにおける戦略的経営
トップリバーの戦略的経営は、生産部門の上に
営業部門が設置されていることが一番大きな特徴
である。既存の農家は、まず生産をし、そのあと
出荷・販売をする。また、既存の農家は基本的に
生産だけをし、あとの販売や契約などはJAに委
託する。これは市場出荷型とよばれる。しかし、
トップリバーは、まず販売・契約をし、そのあと
生産をする。また、トップリバーは、営業を行い、
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表3-1 トップリバーの特徴と概要
トップリバーの特徴 概要
1)市場出荷ではなく契約栽培がメイン 農作物の価格が市場価格に左右されず,農家の手取りが高くなる.
2)農地はすべてレンタル 農業は,私的でも共的でもなく共私的である.
3)生産部門の他に営業部門を持つ これまでの農業になかった営業という概念を構築する.
4)ど素人を集めた農業生産法人 素人でも農業ができるということを全国に発信する.
5)社員の独立を支援 後継者育成と農業の拡散を担っている.
(出所) 筆者作成
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それに即した生産計画を立て、生産を行う。これ
は契約栽培型とよばれる。トップリバーは、既存
の農家と生産から販売までの順序が逆である。
トップリバーが、既存の農家との大きな違いは、
既存農家の市場出荷型に対し、トップリバーの契
約栽培型である。また、これがトップリバーの最
大の特徴である。トップリバーは、この戦略的経
営のおかげで、2000年に3,700万円だった売り上
げが2008年には10億900万円までに増加したといっ
ても過言ではない。トップリバーが行っている契
約栽培型は、他の産業でいうJUST IN TIMEに
よく似ている。トップリバーは、契約によって、
“欲しいものを欲しいときに欲しいだけ”を農作
物において実践しているのである。まず、トップ
リバーは、契約によって受注量と取引価格が決定
する。出荷する量が、決まっているので、それに
対し農業生産計画を立てることができる。また、
農業生産が計画的にできることにより、作付面積
や収穫日、収穫量や収穫日数などを決定すること
ができる。さらに、トップリバーは、これらを算
出するソフトを作成している。よって、農業経験
が浅い従業員でも農業生産計画を立てることがで
きる。これまで経験知的に行われてきた農業が形
式知的に行われるようになったのである。
契約栽培型は、経験知で行われてきた農業を形
式知化できる利点がある。この他にも、契約を締
結するにあたり、さまざまな利点が生じる。契約
栽培型の利点を明確にするために、市場出荷型と
比較することとする。既存農家の市場出荷型とトッ
プリバーの契約栽培型の流通経路を図にすると図
3-2になる。まず既存農家は、産地で栽培された
農作物をJAに持ち込むのである。そして、JAが
農作物を卸売市場に出荷する。さらに、そこで農
作物は競りにかけられる。さいごに、納入業者に
よって外食・中食業者に出荷される。
つぎに、トップリバーは生産活動を行う前に、
事前に契約を締結する。契約を締結することによ
り、出荷量が決定されている。そして、その決まっ
ている出荷量に対し、計画をたて、自社で生産し、
卸売市場にほとんど通さず、直接外食・中食業者
に出荷する。
市場出荷型と契約栽培型とは、農作物の流通経
路が異なる。また、市場出荷型は、卸売市場に出
すことにより、競りにかけられている。よって、
農作物の価格に自主決定権がなく、市場の需要と
供給、相場に左右される。これに対し、契約栽培
型は、契約によって、事前に農作物の量、価格が
決まっている。よって、農作物の価格に自主決定
権があり、市場の需要と供給、相場に左右されな
いのである。これは、契約さえ締結できれば、安
定した収益が見込めるのである。そこで、トップ
リバーでは、100点＋200点理論というものを提唱
している。この理論とは、従来の農業生産技術を
100点に近づけるように努力した上で、農業生産
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表3-1 既存の農家とトップリバーにおける生産過程
(出所) 筆者作成
既存の農家
販売・契約
販売・契約（営業）
生産
生産
トップリバー
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技術100点に対し200点の営業活動を行うことであ
る。契約栽培型であるがゆえに、契約をもってこ
なければ、生産ができない。しかし、これが儲か
る方法なのである。また、嶋崎秀樹[2009]で、生
産が100点に対して、営業・販売が200点というの
は、比率的におかしいのでないかと思う方もいる
かもしれない。だが、他のビジネスを考えてみて
いただきたい。パナソニックは電機メーカーであ
るが、営業・管理セクションは開発部門より多く
の人員がいる。…(中略)…だからこそ、メーカー
は開発を行う一方で、開発と同等か、あるいはそ
れ以上に営業活動に力を入れているのである、と
述べている。他の産業で当たり前に行われてきた
経営活動は、農業においては行われていなかった
のである。要するに、｢農｣｢業｣の｢業｣の部分が行
われていなかった。どんなにいいものを作ること
ができても、それを売ることができなければ意味
がない。それほど、営業部門というものは重要で
ある。
農作物は、自然物である。農作物が天候不順に
より、品薄になったりすることがある。このとき、
市場出荷型であれば、相手方がいないため出荷し
なければいい。しかし、契約栽培型は、相手方が
存在し、それに対し出荷量と納入日が決まってい
る。農作物が、品薄で出荷できないということは、
有り得ないのである。契約を締結した以上は、契
約を死守しなければならない。このようなリスク
を最小限にするため、トップリバーは、協力農家
という制度を用いている。農作物の生産は、基本
的に自社生産で行う。そこで、もし品薄が生じた
場合、協力農家A、協力農家B、協力農家C、JA
から仕入れをする。例えば、数量100のレタスの
契約が締結されたとしよう。天候不順により、レ
タスの自社生産が50になった。不足分50を、協力
農家Aから20、協力農家Bから10、協力農家Cか
ら5、JAから15を仕入れ、不足分を解消するので
ある。しかしこのとき、協力農家である3農家が
近隣、もしくは同標高だと意味がない。レタスが
栽培できる地域(同出荷ができる範囲)、標高に分
散する必要がある。そこで、例えば、協力農家A
を標高200メートル、協力農家Bを標高500メート
ル、協力農家Cを標高700メートルに設定し、少
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図3-2 既存農家とトップリバーにおける流通経路
(出所) 嶋崎秀樹[2009]を基に筆者作成
既存農家
産地（JA・法人・個人等）産地
トップリバー
卸売市場
納入業者
外食・中食業者
トップリバー
卸売市場 仲卸・納入業者
外食・中食業者
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しでも品薄のリスクを分散している。このように、
自然物を対象にした契約は、リスク分散が重要な
のである。
このように、契約栽培型と市場出荷型は計画的
であるか、ないかにも分類される。計画的である
契約栽培型は、市場出荷型とは違い、さまざまな
戦略的経営を行うことができる。決められた農作
物量生産するために、逆算をして生産活動を行う。
この過程で、これまでなされてこなかった経営手
法を用いて、既存の農家との差別化を行っている。
また、契約栽培型、納入される側にも利点が生じ
る。農作物が、決められたものが決められたとき
に決められた量が納入される。またここに、契約
で締結したものが必ず納入されるという付加価値
が発生するのである。契約栽培は、お互いにWIN-
WINの関係なのである。
4-3 トップリバーにおける後継者育成
トップリバーは、戦略的農業経営を取り入れな
がら、後継者育成にも力を注いでいる。嶋崎秀樹
[2009]で、実を言えば、私の本業は、レタスや白
菜を売るビジネスではなく、経営感覚を持った新
しい農家をつくる人材育成だと思っている。トッ
プリリバーは、農業を行っている会社ではなくて、
新しい農家を育成する人材会社なのだ、と述べて
いる。また、嶋崎秀樹[2009]で何度も｢儲かる農
家｣を連呼している。この本質は、利益がなけれ
ば再投資できず、人材育成ができないからと考え
ているからである。そして、トップリバー自身で
利益を上げることにより、農家は儲かるというこ
とを実践している。嶋崎秀樹氏にとって、トップ
リバーも次世代の農家を集める広告(経営資源)で
しかないのかもしれない。ここでも、私的機関に
属する農業生産法人トップリバーであるにも関わ
らず、経営資源(人・モノ・カネ・情報・時間)が
一番かかる人材育成に力を入れていることがわか
る。トップリバーは、将来の農業のため、限りな
く共的機関に近い領域に存在している。また別の
言い方をすると、トップリバーは日本における共
私的機関の代表格である。
またトップリバーは、人材育成において3つの
段階を設けている。
第1段階目は、短期研修であり、期間は7日間で
ある。研修内容は、定植・収穫などの基本的な作
業である。第2段階目は、長期研修であり、期間
は3か月から6か月である。研修内容は、定植・収
穫などの管理作業である。第3は、研修生(社員)
であり、期間は3年から5年である。研修内容は圃
場の管理・企画である。このとき、最初に短期研
修からはじめなければならない。
なぜ、このような人材育成3工程を設けている
のか。これは、農業の過酷さを物語っている。嶋
崎秀樹[2009]で、以前は面接して｢やれそうだ｣と
なれば、すぐに社員として採用していたが、…
(中略)…入社三日目で辞められることもあり、こ
のような研修制度を設けたのである、と述べてい
る。農業に対する覚悟が欠けている者が多すぎる
のである。批判を恐れずにいうと、農業は素人、
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図3-3 トップリバーの出荷におけるリスク分散
(出所) 筆者作成
自社生産 出荷
協力農家A 協力農家B 協力農家C JA
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部外者からみれば簡単な作業に見受けられるかも
しれない。安易な考えで農業をやってみようと思
うかもしれない。しかし、農業というものは、自
然を相手し、いいものを育てあげるということは
過酷な作業なのである。さらに、トップリバーの
戦略的農業は、過酷な農業をやりつつ、そして営
業という今まで農業になかった新しい分野も切り
開いた。甘い考えをもった農業志望者に改心して
もらうためにも、この人材育成3工程は重要であ
る。
トップリバーは、この人材育成3工程のうち、
第１段階の短期研修、第2段階の長期研修を終え
たあと、研修生(正社員)として受け入れる。そこ
で、トップリバーはこの社員を｢子｣として受け入
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表3-2 短期研修の概要
(出所) 嶋崎秀樹[2009]を基に筆者作成
研修期間 7日間(連続しなくてもよい)
給与 なし(研修中の生活費については支給)
研修内容 定植･収穫などの基本的な作業
住居 事務所2階･アパート等
保険等 なし
選考方法 担当者と面談
表3-3 長期研修の概要
(出所) 嶋崎秀樹[2009]を基に筆者作成
研修期間 3か月～6か月
給与 日給5,000円(研修中の生活費は支給なし)
研修内容 定植･収穫などの基本的な作業
住居 事務所2階･アパート等
保険等 なし
選考方法 短期研修後,担当者と面談
表3-4 研修生(正社員)の概要
研修期間 3年～6年
給料 (初年度)2,116,000/年収
ボーナス･住宅手当18,000円/月含む
昇給あり 年1回･10,000/年1回
ボーナス 100,000×正社員年数/年1回
研修内容 圃場の管理･企画
住居 基本的に自分で場所を見つける
保険など 社会保険･厚生年金･労働保険(雇用･労災)
選考方法 長期研修終了後,担当者と面談
(出所) 嶋崎秀樹[2009]を基に筆者作成
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れる。社員が｢子｣ということは、この｢子｣を育て
るトップリバーは｢親｣である。いわば、トップリ
バーは家族経営である。基本的に、農家(家族)は
独自に培った経営ノウハウや栽培技術などを他人
には教えない。それは、農家(家族)以外に経営ノ
ウハウや栽培技術が真似されると、自家に影響が
出るからである。しかし、トップリバーは社員を
含め、家族経営である。よって、社員(子)に経営
ノウハウや栽培技術などさまざまな情報を出し惜
しみしない。このなかでも、もっとも重要な経営
感覚を伝える。
さらに、トップリバーには興味深い話がもう１
つある。それは、嶋崎秀樹[2009]に、あるブドウ
農家が利益をあげているにも関わらず、後継者が
いないと困っていた。…(中略)…その若い社員を
引き受けたいという話になり、彼はブドウ農家の
元でさらなる修行を積むことになったのだ、とあ
る。これは、トップリバーの代表嶋崎秀樹氏の知
り合いが、後継者がいなく困っているところに、
自社の社員を紹介したのである。今日、ネットな
どのハローワークでも農業関係の求人はある。そ
れに対する応募もある。しかし、収益を上げてい
る農家、特殊な経営手法や経営戦略をもった農家
は、基本的に求人の公表をせず、応募者とのマッ
チングもできていない。それは、このような農家
に己の持っている全てのもの(経営資源)を託せる
覚悟、応募者の農業に対する覚悟がないからであ
る。では、なぜトップリバーは仲介が成功したの
か。それは、トップリバーの戦略的経営で培った
信用・信頼である。トップリバーの嶋崎秀樹氏の
紹介であったからこそ成功したのであろう。
5 今後の日本における農業経営に必要なもの
5-1 今後の日本における農業に対する考え方
今日、日本における農業は、危機的状況に瀕し
ているといっても過言ではない。これから日本に
おける農業は発展をするのか、衰退するのかの2
択に迫られていると考えられる。それは、農産物
の国際的自由貿易の波をはじめ、非耕作地の増加
や後継者不足など様々な問題に直面しているから
である。渋谷往夫[2009]で、今後の日本農業の行
く末を2つあげている。1つ目は、これからの10年
で産業としての発展を遂げて食料自給率を向上さ
せ、かつ工業製品の輸出に成功したように、高級
な農産物や技術・ノウハウを輸出するような国に
なるのか、である。2つ目は、これまで以上に衰
退が進み一層食料を海外に依存する国になるのか、
である。
また、農業事業体に求められるのは、戦略的経
営である。他産業の経営戦略や経営資源、経営ノ
ウハウなどを農業経営に柔軟に適応させる必要が
ある。それは、他の産業で成功したユニクロ４な
どは、農業に参入したが失敗に終わっている。ま
た工業の経営戦略は、農業にそのまま適応するこ
とは困難であるということである。よって、農業
に特化した新たな経営戦略を構築する必要がある。
それは、農業が自然を相手にした自然物というこ
とを前提にした経営戦略の構築である。農業経営
に特化した選択と集中や組織化による合理化、マー
ケティングなどの経営手法を用いるのである。
マーケティングに関していえば、消費者は、時
代と共に食に対するニーズを変化させる。それが、
安全性や安心性、経済性などさまざまである。こ
のように、消費者のニーズは多様化の一途を辿っ
ている。そこで、生産者は、消費者のニーズに合
わせたものを、提供しなければならない。そのた
めに、生産者と消費者の距離が短い必要がある。
今日、既存の流通経路であるブラックボックスは、
生産者と消費者の距離を著しく遠くしている。こ
れでは、生産者は、消費者の敏感な消費者思考を
くみ取れない。そこで、農業の第6次産業化をす
ることにより、生産者と消費者の距離を縮めるこ
とができる。さらに、長野県を代表とする農業立
県は、生産直売所などで生産者と消費者が、面と
向かうこともある。生産者は、生産者と消費者と
の距離が近いことで消費者に対し、目を光らせ、
何を必要としているのかを察知することができる。
また、生産者は経営者としてマーケティングをし、
消費者が欲しいものを提供しなければ、経営事業
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体として存続できない。
さらに、消費者の消費者行動も重要である。消
費者は、目先の利を優先し低価格の海外産農作物
を買ってはならない。それは、大きくわけて3つ
の理由からなる。1つ目は、農業者に儲けさせる
ためである。儲けさせるというと少し語弊がある
かもしれないが、農家は、再生生産可能な価格を
しなければならない。そのためには、ある一定以
上の価格設定をする必要がある。農作物を市場の
原理に任せ、豊作だからといって価格が急降下し、
出荷すると赤字になるということをさせなければ
ならない。消費者は、安ければ良いのではなく、
高くてもそれには理由があるということを認識し
なければならない。2つ目は、より安全・安心な
農作物を消費するためである。また、大島一二[2
003]で、日本側の要因として、1990年代以降の日
本の不況・デフレ経済において、食品・外食産業
間の競争が、ますます激化しており、これに対処
するために安価な輸入農産物に依存する企業が増
加していることがあげられる５、と述べている。
これは、つまるところ、食品・外食産業が安価な
商品を要求した消費者にニーズに対応したことで
ある。そのため、単価の安い海外産農作物を使う
ようになった。しかし、海外産農作物は、今もな
お残留農薬問題が跡を絶たない。トレ-サビリティ
制度や残留農薬の規制などが厳しい国産の農作物
を買うべきである。3つ目は、国土を保全するた
めである。国内の農作物が消費されれば、それに
対応し農作物を生産しなければならない。となる
ならば、さらに耕作地を増やす必要が出てくる。
さらに、今日、非耕作地の流動性が向上し、規制
が緩和されているなかでは、耕作地の増幅は以前
に比べ容易になったといえる。日本農業の特色で
ある農業による国土の保全を達成するためには、
消費者の意識も必要である。
5-2 農業における共私的機関としての役割
今日、日本における農地転用は、制度が緩和さ
れ流動的になっている。それは、2003年に農地法
の特例として農地リース特区制度をはじめ、2005
年の農業経営基盤強化法促進法、2009年の改正農
地法の制定があげられる。このような規制緩和に
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図4-1 今日の社会組織における性格の分類
(出所) 筆者作成
公的 共的 私的
共私的
より、農業法人の増加はもとより、一般法人(株
式会社)も年々増加の傾向にある。これは、これ
までの規制のなかでは、農業が衰退の一途を辿る
という懸念からうまれた規制緩和であろう。これ
は、良くも悪くも、農業の入り口を広げ農業者を
増やすことができる。しかし、農業をやる以上、
農業の特性である共私的機関としての役割を担わ
なければならないのである。
上述した通り、今日、農業を行っている経営事
業体は、共的機関としてでも私的機関としてでも
なく、その双方の性格を有している。これは、共
的機関でも私的機関でもない新たな概念が誕生し
つつある証拠である。筆者は、それは共私的とい
う新しい概念だと考える。これは、｢共｣と｢私｣を
個別に優先するのではなく、｢共｣を達成するため
に｢私｣を高めなければならない。ようするに、
｢私｣自体が確立しないと｢共｣も共倒れの状態になっ
てしまう。そのためには、まず農業経営事業体は、
｢私｣が儲けなければならない。そのためには、何
度もいうが戦略的経営が必要不可欠である。そし
て、｢私｣として確立した農業経営事業体は、｢共｣
の達成のために尽力しなければならない。ここで
はじめて、共私的機関としての役割を成すのであ
る。
共的機関の性格をaとする。私的機関の性格を
bとする。筆者は、このaとbの間の概念が、共私
的機関の性格が存在するとした。この共私的機関
を式であらわすと、a×b＝xと表すことができる。
a＋b＝cではない。まず、後者から説明をする。
a＋b＝cは、統合という言葉に言い換えることが
できる。統合とは、a＋bを合わして新しいcが生
まれることである。しかし、このcの構成要素は
aとbである。この場合、経営事業体は己の都合
により、aになったり、bになったりする。ここ
でいうと、農業協同組合になったり、株式会社に
なったりすることができる。つぎに、前者を説明
する。a×b＝xは、融合という言葉に言い換える
ことができる。融合とは、a×bを掛けて新しいx
が生まれることである。このxは、後者と違い、
構成要素にaとbは存在しない。新しいものが生
まれる。この場合、経営事業体は己の都合により、
aになったり、bになったりできない。あくまで
も、xとして存在しなければならない。ここでい
うと、農業協同組合になったり、株式会社になっ
たりすることができない。新たな概念である、協
同株式会社として存在しなければならないのであ
る。
5-3 協同株式会社制度の導入‐競争から協創へ‐
今日、農業を取り巻く経営体は、農業協同組合
をはじめ、農業生産法人や株式会社などさまざま
である。これらは順に、農協法、農地法、会社法
にそれぞれの存在根拠を持つ。また、農業におけ
る経営体は、農業の性格を加味した経営を行わな
ければならない。それは、食料・農業・農村基本
法に代表されるように、国民に対する食料の安定
供給や環境保全など公共財としての役割が強いか
らである。この農業の性格である公共に対し、株
式会社は私的という性格を有している。それは、
株式会社とは、己の利潤最大化を目的とし、それ
を株主に還元することが大きな役割であるからで
ある。しかし、この私的である株式会社の参入障
壁を下げた背景には、今日における農業の問題を
解消するためには、株式会社の力を必要としたか
らであろう。筆者は、それは、株式会社が有する
経営戦略や経営ノウハウだと考える。
株式会社とは、競争社会のなかで存在する法人
である。これは、今日、企業の敵対買収やコスト
削減のためのリストラからも説明ができよう。株
式会社は、その市場においてシェアを取り、他社
に勝ち、利益を勝ち取ることが要求される。しか
し、上記で述べた通り、トップリバーなどは、法
人格を有しているにも関わらず、株式会社の性格
から一脱している。それは、自立農業者になるた
めの支援や消費者のことを第一に考えた流通革命
などから説明ができる。今日、農業協同組合や農
業生産法人、株式会社を区別するものは法律だけ
であり、実態の経営活動は互いに入り混じってい
るのである。また、法律上、存在根拠を区分して
いるが、経営実態は伴っていない以上、それを捉
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える新しい制度が必要である。それは、協同株式
会社制度である。
では、なぜ新たに制度を設ける必要があるかと
いうと、大きくわけて2つ挙げることができる。1
つ目は、今日、規制緩和がなされつつあるなかで
も株式会社への規制や懸念があることである。株
式会社への規制は、上述したとおり、参入障壁は
ある程度下がったとはいえ、まだ、自由に参入で
きるレベルに達してしない。また、株式会社への
懸念は、農地を私的に利用するのではないか、と
いうものである。これらがあるために今日におい
ても、農地法において耕作者主義が叫ばれている
であろう。2つ目は、今日JAに対しても多くの批
判がなされていることである。それは、JAの事
業内容の大半が信用事業と共済事業になっている
ことである。ようするに、JAは金融機関となっ
てしまっていて、本来の役割を果たしていない。
これらの批判は、その存在意義と実際の経営との
間に乖離が生じているからである。もはや、既存
の概念では双方を捉えきることができない。
競争社会においての株式会社は、他社を排除す
ることにより、その存在意義を明確化する。しか
し、これは農業を行う経営体にそぐわない。それ
は、農業はより共私的な性格が求められ、公共財
としての役割が強いからである。また、今日にお
ける農業問題は、個では対処、解決できない。そ
れは、当初、地主制度を解体させ小作人を解放さ
せたことに始まりさまざまな問題が明るみとなっ
た。そして、今日では、それらの農業問題を解決
するために、株式会社の参入における規制を緩和
している。これは、個より大きい事業体の方が問
題解決の近道になるとされたからに他ならない。
さらに、これらの事業体も個々に活動するのでは
なく、お互いに協力し、大きな個を創る必要があ
る。小さな個の集合体で大きな個を創るのである。
また農業における経営体は、存在意義を法律に
依らなければならない。また、農業における経営
体は、存在を法的根拠で説明しなければならない。
しかし、これらは単なる枠組みにすぎない。これ
は、上述した通り、その枠組みを超えて活動して
いる事業体からも明らかであろう。最終的に求め
られるのは、その経営体を“誰がどのように扱う
か”である。そこで、最初の枠組みを協同株式会
社として設立する。そして、農業の経営を自由に
させれば良い。この自由とは、ある前提(制約)下
での自由である。この前提とは、農業の役割を第
一に考え、お互いに認め合うことである。上述し
たとおり、株式会社は、他を排除することにより、
存在意義を明確にする。これでは、農業における
経営体の存在意義にそぐわない。そこで、他を認
めるという概念が必要である。農業の特性上、他
との協力が必要なことに異論はなかろう。農業に
おける事業体に必要なのは、他を認め互いに協力
をし、そこから新しいものを創ることである。他
を排除する競争の概念ではなく、他を認め、協力
をし、新しいものを創るという協創の概念が必要
である。
6 おわりに
日本における農業経営体のなかには、本来の存
在意義から逸脱した経営を行う農業経営体が存在
する。また、これまで農業界では当たり前だった
経営手法を根底から否定し、逆の経営手法を行っ
ている。しかし、これらの経営手法は、他の産業
では当たり前であった。これまで農業界において
は、他の産業における経営手法が適応されなかっ
たのである。それは、良くも悪くも農業は、自然
を相手にした産業からであろう。これからの農業
経営体は、自然産業ということを加味した上で、
儲かる経営手法を実践しなければならない。それ
は、他の産業を基にした経営戦略であり、農業に
柔軟に対応した経営戦略である。
これまで、日本における組織の性格は、公的と
共的、私的(本稿では、共的と私的を挙げた。)に
分けられてきた。しかし、これはわかりやすいよ
うにステレオタイプで明確化したものに過ぎない。
蓋をあけてみると互いの領域を逸脱した経営を行っ
ている。この概念を捉えるために、筆者は共私的
という新しい概念を提言する。農業協同組合は、
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己の存在意義のために批判を受けるし、株式会社
は己の存在意義のために農業を行う経営体として
ふさわしくないとされる。このような批判をする
ことは、無意味である。それは、農業における数々
の問題を是正することが急務だからである。共私
的機関として農業を行う経営体が存在できれば、
これらの批判は限りなくゼロに近づくであろう。
また、共私的機関を制度化する必要がある。それ
は、協同株式会社制度である。協同株式会社とは、
株式会社の競争の原理を加味した上で、共的機関
の性格である｢協｣を基にした制度である。これを
協創という。今日、農業に必要なものは、上述し
た協創の原理なのである。そして、協同株式会社
は、共的と私的のどちらに属することもない。振
り子のように縦横無尽に行き来ができる。
日本における農業は、もはや壊滅の危機にある。
これを是正するために、協同株式会社の設立が急
務である。そして、共私的機関の性格を有する農
業経営体には、全てとまではいわないが規制を緩
和し、自由な経営をする権利を与える必要がある。
あとは、それを監視すれば良い。筆者は、このよ
うな制度が確立されれば、日本における農業は活
性化するのではないかと切実に考える。また、共
私的の概念は、農業界に留まらず、様々な業界で
要求されてくるであろう。
注
１ 筆者が一部修正し加筆
２ 農業協同組合法、第1条
３ ドイツの社会学者、テンニエスが設定した社会
類型の1つ
４ 2002年11月にユニクロを展開するファーストリ
テイリングが、インターネット販売SKIPスト
アを展開したことである。2003年5月には、銀
座松屋地下食品売り場に店舗を出店した。SKIP
の基本コンセプトは、高品質で安価な野菜を提
供することだった。しかし、顧客の希望通りに
配達ができない、生鮮食品であるがゆえの在庫
管理の難しさ、物流システムの不備などにより、
事業としては失敗に終わった。衣料品で大成功
をしたユニクロのSPA(製造小売り)が農作物に
は通用しなかった。
５ 筆者が一部修正
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